
重点的取組みの現状（高齢者サービス課） 

                             
１ 事業名 

特定高齢者把握事業 
２ 事業の内容 

基本健康診査と同時に実施する生活機能評価の結果をもとに、要支援・要介護状態

に移行する可能性の高い高齢者を把握選定した。また、生活機能評価の一部である基

本チェックリストから把握された特定高齢者候補者に健診の受診勧奨を実施した。 
３ 取組みの現状 

平成 19年 3月末日時点で 596名（男 162名、女 434名）の特定高齢者を決定した。
65歳以上の高齢者人口（平成 19年４月１日現在）56,023名に対する出現率はおおむ
ね 1.06％であった。（平成 19 年 3 月 19 日に東京都が示した資料によれば平成 18 年
11月 30日時点の東京都全体の平均で出現率は 0.41％） 

４ 平成１９年度の課題及び今後の展開 
介護予防事業計画では、平成 19年度は 4％の高齢者に対し事業を実施することとな
っている。特定高齢者施策の対象者の選定基準が緩和され対象者が多く選定される見

込みであるが、18年度以上に健診未受診者への基本チェックリストを実施し潜在的な
特定高齢者候補者の把握に努める必要がある。 

 
１ 事業名 

介護予防教室事業 
２ 事業の内容 

特定高齢者把握事業で把握された対象者が、介護予防ケアプランによるアセスメン

トを経て改善効果の高い通所型の介護予防教室に参加することで、要支援・要介護状

態に移行することを予防する。18 年度は事業参加者のうちの 18％が要支援・要介護
状態に移行することを予防することが目標であった。 

３ 取組み状況 
筋力向上トレーニングマシンなし、筋力向上トレーニングマシンあり、転倒予防、 

水中運動、総合的予防改善、低栄養予防、尿失禁予防、認知症予防の各教室、年間 36
コースを予定通り実施した。全体の年間延べ参加者数は 3,095 名であった。教室全体
の参加実人数は 143名で、教室に参加した者の要支援・要介護への移行の防止率は約
94.4％であった。 

４ 平成１９年度の課題及び今後の展開 
介護予防事業計画では、平成 19年度は 4％の高齢者に対し事業を実施することとな
っている。19年度においては特定高齢者と決定された者の多くが介護予防ケアプラン
に繋がり、介護予防教室参加するようなしくみづくりとその実践に努める必要がある。 

 
 
 



平成 18 年度介護予防事業実施状況概要 

 
介護予防特定高齢者施策 

 
１ 特定高齢者把握状況について 
  平成 19年 3月末日時点で５９６名（男１６２名、女４３４名）の特定高齢者を決定し
た。 
６５歳以上の高齢者人口（平成１９年４月１日現在）５６,０２３名に対する出現率は
おおむね１．０６％であった。なお、平成１９年 3 月１９日に東京都が示した資料によ
れば平成１８年 
１１月３０日時点の東京都全体の平均で出現率は０．４１％となっている。 
（高齢者保健福祉計画・第 3 期介護保険事業計画では、特定高齢者の決定者の目標値を
５５０名としている） 

２ 介護予防教室実施状況について 
（１）筋力向上トレーニングマシンなし、筋力向上トレーニングマシンあり、転倒予防、

水中運動、総合的予防改善、低栄養予防、尿失禁予防、認知症予防の各教室、年間３

６コースを予定通り実施した。全体の年間延べ参加者数は３，０９５名であった。 
（２）１８年度に実施した各教室の参加者の合計は２１２名であった。１８年度の教室全

体の対象人数は４６４名であるので教室全体の充足率は４５．７％であった。 
（３）１８年度に実施した教室全体の参加実人数は１４３名であった。これら参加者のう

ち要支援に４名・要介護に４名の計８名が移行した。（平成１９年 3月末日現在）この
結果教室に参加した者の要支援・要介護への移行の防止率は約９４．４％であった。 
(高齢者保健福祉計画・第 3期介護保険事業計画の目標値は、介護予防教室の提供者数
が２４８名、このうちの３０％の６割（すなわち全体の１８％が移行の防止率）が要

支援・要介護になることを防止することとしている） 
 
介護予防一般高齢者施策 
 
１ 介護予防普及啓発について 
 高齢者サービス課で区民向け、関係機関向けの介護予防説明会、講演会を年間２５回

実施した。延べ参加人数は８８０名であった。保健センターでは若返り講座を年間３０

回実施し、延べ参加人数は４６８名であった。また、教室開催場所であることぶき館で

相談会を１８回行った。延べ参加人数は９０名であった。 
 また東京都老人総合研究所と共催で「第２回介護予防大作戦」を実施した。 
広報しんじゅくでは介護予防ミニ講座（年間 6回）などの掲載による普及啓発を行った。 
２ 地域介護予防活動支援事業 
 高齢者サービス課で、清風園、小滝橋いきがい館で実施している介護予防教室卒業生

による自主活動の支援を行った。（年間活動回数１１０回）また、保健センターでは平

成１８年 3 月で廃止された保健センター機能訓練利用者による自主活動に対し場の提
供の支援を行った。（年間４９回） 
 



介護予防ケアマネジメント 
 
１ 予防給付における介護予防ケアマネジメント 
 １９年３月末現在ケアマネジメントしている実人数は１，６０１名であった。（３月

末現在の要支援１･２の認定者数は２，９３３名） 
２ 地域支援事業における介護予防ケアマネジメント 
 特定高齢者に決定された者（５９６名）のうち、個々の対象者の状況に応じ、対象者

自らの選択に基づき介護予防ケアプランを作成した件数は延べ２８７件であった。 
 地域支援事業については、特定高齢者の決定基準の改正により、４月から新たな基準

で実施されるため、マネジメント件数は増加する見込みである。 
 


